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バイオの散歩道

フランスの地方都市で考えたこと

食料環境政策学科　国際農業経済論研究室　石月 義訓 石月 義訓

写真1：ゲランドの自然農法による塩田風景 写真2：ソーラーシステムを使用した畜舎

ヨーロッパ最大の農業大国フランスの国土は、別名をフ

ランス語で「六角形（l’Hexagone）」と表現するほど分かり

やすい地形をしています。昨年度は、筆者はその「六角形」

の大西洋に大きく突き出した半島に位置するブルター

ニュ地方の中心都市レンヌ（Rennes）に、本学の在外研究

員として滞在していました。このレンヌから鉄道（SNCF）

で北に 30 分ほど行けば、日本からの観光客にも絶大の人

気スポットになっているモン・サン・ミッシェルがあり

ます。また、南に1時間ほど行けば、以前わが国にも紹介さ

れたゲランド（Guérande）地方の風と太陽を利用した自然

海塩製造方法の塩田（写真１）をみることができます（コリ

ン・コバヤシ、『ゲランドの塩物語―未来の生態系のため

に―』、岩波新書、2001年）。ここで収穫、製造された塩は、典

型的な 6 次産業化した地場産業の製品としてだけでなく、

国際的なブランド商品となって世界各地で販売されてい

るのは周知のことです（もちろん、日本の食料品店でも購

入できます）。また、この地方は、ケルト民族ブルトン人た

ちの歴史や文化を色濃く残している地域でもあります。

現在では、フランス最大の農業地帯として、とりわけ畜

産部門の産出額は同国のなかで圧倒的シェアを有してい

ます。それだけに、かつて家畜の多頭飼育問題や農業由来

の環境汚染問題が深刻化した時期もありましたが、今日で

は EU の環境規制の諸施策もあってかなり改善されてい

る印象を受けました。例えば、それは風車や太陽光などの

再生可能エネルギーを利用した畜産経営（写真２）などに

みることができます。

また、最近のヨーロッパにおけるグローバル化が地域レ

ベルにも確実に浸透している実態や南欧から始まった金

融危機の国民生活への影響等、滞在先レンヌの日常生活の

中にも幾つか垣間見ることができました。例えば、アメリ

カの食文化にあれほど拒絶反応を示していたフランスで

すが、マクドナルドやSUBWAYなどのファーストフード

は今やこうした地方都市まで席捲していることには少な

からず驚かされました。

一方、日本と比較して大きく異なるのは、スローライフ

な空間がまだまだ多く残されていることです。これは末端

のコミュニティに行けば行くほどその感を強くします。

ほぼ 20年ぶりに訪れたブルターニュの村を再訪した時に

は、一瞬時間が止まっていたような錯覚さえ覚えたもので

す。この遠因には、「働くために生きる」傾向のあるわが国

と、「生きるために働く」傾向のフランス社会との根本的相

異が横たわっているのかも知れません。



　みなさんはイノシシと聞いて何を連想しますか？「猪突猛

進」、「亥年」、「うり坊」、「シシ鍋」、「有害獣」などなど。イノシ

シは古来より日本人とおつきあいをしてきた哺乳類です。我が

国には、ニホンイノシシとリュウキュウイノシシ（写真1）の2亜種

が存在し、前者は九州・四国・本州に、後者は琉球列島（西表

島・石垣島・沖縄本島・徳之島・奄美群島）に生息しています

（図1）。リュウキュウイノシシはニホンイノシシよりも小柄で、地元

民の狩猟対象であり、貴重な動物タンパク質資源として捕獲

されてきました（写真2）。

　明治大学に赴任してまもなく、琉球大学西表研究施設で

研究している友人から、「西表島にブタに似たカマイがいるよ

うだ」と言われました。カマイとは方言でイノシシのことです。こ

の言葉をきっかけに我々の「リュウキュウイノシシ遺伝構造の

解明プロジェクト」は動き出しました。解析手法は、母親からの

み受け継がれるミトコンドリアDNA配列と、染色体DNAに存

在していて多型性に富む反復配列であるマイクロサテライト

の2種類を指標として、遺伝構造解析を実施することとしまし

た。これまでに、西表島（130頭）・沖縄本島（47頭）・奄美群島

（67頭）の野生イノシシサンプルと家畜豚・ニホンイノシシを解

析対照として、研究展開してきた結果、いくつか面白いことが

分かってきました。

①西表島(11％)、沖縄本島(4％)の野生イノシシ個体に

家畜豚からの遺伝的移入があった。

　1970年代～1980年代にかけて西洋豚を導入したイノブタ

生産が西表島本島より500m離れた付属島で行われていた

事実があり、その子孫が野生イノシシと交配している可能性を

明らかにしました。また、沖縄本島で検出した家畜豚からの遺

伝的移入個体の遺伝子は、沖縄在来豚であるアグーと同じ

であったことから、粗放的な飼育環境から脱走した豚と交配

した可能性を示しました。

②奄美群島で特に低い遺伝的多様性と近親交配が起き

ていた。

　奄美群島に生息しているリュウキュウイノシシは、1970年に

奄美群島で豚コレラが発生し激減したことが知られており、こ

の出来事が遺伝的ボトルネックとなり、低い遺伝的多様性と近
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親交配が起きていると考えました。また、奄美群島（大島・加計

呂麻島・与路島・請島）間のミトコンドリアDNA配列は似通っ

ていることから、各島間での遺伝的交流の可能性を示しまし

た。これは、地元民の「船釣りをしていると、海面から鼻っ面だ

けを出したイノシシが泳いでくる」という話からも裏付けられま

す。

③各島嶼（とうしょ）間で遺伝的特性が異なっていた。

　ミトコンドリアDNA配列とマイクロサテライト多型解析の結

果、西表島・沖縄本島・奄美群島の各集団は遺伝的特性が

異なることが明らかとなり、古来より各々の島嶼集団は独自に

進化していることを強く示唆しました。

　現在、石垣島・徳之島のサンプルについて目下解析中で

す。本研究は琉球列島全体のリュウキュウイノシシ遺伝的構

造の解明を目指しています。この研究が、島嶼集団における

解析のモデルとなり、ヒトとイノシシの共生を目指した保全手法

の提案が出来ることに大きな期待を持っています。

図1：琉球列島の地図

写真1・2：リュウキュウイノシシ雄とカマイ猟の様子



システムズ・バイオロジー
～先端技術開発の起爆剤～
　高等生物のゲノムには、膨大な数の遺伝子の情報が書き

込まれています。個々の遺伝子は、例えば、酵素や細胞の構

成材料を合成するなどの役割をもちます。遺伝子は、発現す

ると、mRNAを転写し、次に、mRNAの配列情報を基にタンパ

ク質の材料となるペプチド鎖を作ります。ここで、遺伝子の発

現量は、個体を取り巻く環境や生育ステージに応じて変化しま

す。遺伝子の発現量は、細胞内に含まれるmRNAの量を調

べることで推定できます。

　ゲノム内の全ての遺伝子について、環境や生育ステージな

どの多様な条件下で発現量を測定し、得られた発現パターン

を俯瞰すれば、どの遺伝子がどのような条件下でどれくらい発

現するかが分かります。また、発現パターンが類似している遺

伝子群も抽出できます。これらの情報は、遺伝子が担う機能や

発現制御機構を解明するための手がかりです。例えば、イネ

の花粉においてのみ発現している遺伝子は、生殖活動に関

わる遺伝子群であると示唆されます。

　多くの生物種における全ての遺伝子の発現パターンを収

集し、DNA配列情報などと共にデータベース化すると、生物

界の遺伝子の網羅的な比較検証、すなわち、システムズ・バイ

オロジーと呼ばれるアプローチが可能となります。その結果、種

を越えて共有される遺伝子群や固有種に特異的な遺伝子群

を効率的に同定できます。これらの遺伝資源の情報は、例え

ば、イネのウイルス抵抗性やヒトの遺伝疾患に関わる遺伝子を

見出し、医薬農工業において活用するなど、基礎研究だけで

はなく、先端技術開発を牽引する原動力となります。

大規模オミックス情報解析のための手法開発
　近年、高速シーケンサーなどの技術革新はめざましく、実験

から得られるオミックス情報、例えば、DNA配列や遺伝子発

現パターンなどの情報の大規模化が進んでいます。オミックス

情報の大規模化は、遺伝子探索などの蓋然性を高める一方

で、スパコンでも長時間の計算を要するなど解析の非効率性

の要因となります。そこで、当研究室では、新たな統計手法の
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開発と解析ソフトウェアの構築を進めています（図1）。本手法

によって、汎用的な計算機でも大規模な遺伝子発現情報を

短時間で解析し、特異的に発現する遺伝子や発現パターン

が類似する遺伝子群などを迅速に同定できます。そして、遺

伝子の機能推定を容易とする遺伝子発現ネットワークの構築

をハイスループット（高速）化できます（図2）。

大規模オミックス情報の基盤整備
　複数の生物種のオミックス情報を提供するデータベースは、

遺伝資源の高度利用化を促進します。当研究室では、これま

での生命科学研究から得られた膨大な知識情報もオミックス・

データベースに統合することによって、目的とする情報を効率

的に抽出し得るデータベースを構築しています。

図1：開発中の大規模遺伝子発現情報解析ソフトウェア

図2：遺伝子発現ネットワークの構築と種間比較

　地球上には様 な々種類のバクテリアが生きており、私たちの

生命を支えてくれていますが、その多くを理解しているわけで

はありません。それでも研究者たちは、これまでに自然界から

多種多様のバクテリアを単離し、多様な機能を発見し、生命

の奥深さを示してきました。現在では、バクテリアを利用した環

境にやさしい技術が21世紀のモノつくりの主役になろうとして

います。

　私たちの研究室では、「バクテリアの多様性がどのようにし

て生まれてきたか」について特にゲノム動態に着目して研究し

ています。バクテリアは同世代のもの同士で遺伝子を交換す

る方法（このことを水平伝達といいます）をいくつかもっていま

す。そのため、バクテリアが保持しているゲノムDNAは世代を

繰り返していく途中のどこかで外から取り込んだものが含まれ

ることになり、それぞれのゲノムDNAの年齢は古いものから新

しいものが同居しているといえます。これらのことは全ゲノム配

列が決定されたバクテリアの数が増えるにつれ、ゲノム構成の

詳細な比較が可能になったおかげで明確になってきました。

私たちは、最大級のDNAの水平伝達規模（一度に移動する

DNAの大きさ）をもつゲノミックアイランド（ゲノム中にあって他

の領域と明らかに異なるGC組成やコドン使用頻度をもつ

DNA領域のこと）の中でも移動性を示すICE（Integrative 

and conjugative element）の移動メカニズムについて研究

しています。

　

ICEbphの発見
　およそ20年前に、微生物による環境浄化を目的として、

PCB/ビフェニル分解菌を自然界から単離し、その代謝系酵

素および遺伝子群についての研究が始まり、遺伝子群周辺
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の構造および制御系の解析へと移りました。PCB/ビフェニル

分解遺伝子群の下流域に、接合伝達に関する遺伝子群が

見つかり、続いて上流域にはプラスミドの複製および分配に関

する遺伝子が、さらには組換えに関する遺伝子が見つかりま

した（図1）。その後研究が進み、このDNA領域が他菌へ接

合伝達を通して移動し組込まれること、このできごとがビフェニ

ルによって促進されることが明らかになり、ICEbphと名付けま

した。

ICEbphの水平伝達
　ICEbphは供与菌中で切り出され、環状中間体を形成し、

接合伝達によって受容菌へ移り、ゲノムへと組込まれます（図

2）。供与菌と受容菌の区別は本質的にはなく、元 も々っている

ものに加えて新しいコピーを受け取ることができます。結果とし

て、ICEbphを2～4コピーもつ株が得られます。また、ICEbphは

分類学上の属を越えて移動します。これを利用してPCB/ビ

フェニル分解能を分解菌でない菌株にもたせることにも成功

しています。自然界でも周辺にいる伝達可能な菌株に機能が

伝播していることが示唆されます。

　現象の発見や記述は進んでいますが、分子機構について

はほとんど明らかになっていません。ユニークな現象が多いの

で、堅実なデータで明らかにしていきたいと思っています。

図2：ICEbphの水平伝達

図1：ICEbphの構造　全長はおよそ53,000塩基対
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的に抽出し得るデータベースを構築しています。

図1：開発中の大規模遺伝子発現情報解析ソフトウェア

図2：遺伝子発現ネットワークの構築と種間比較



　エネルギーシフトが世界的な課題になっています。遅れば

せながら日本でも福島の原発事故を経て徐々にその動きが

広まりつつあります。自然エネルギーは地域に広範に賦存する

資源であり、その利活用は地域の振興につながることが期待

されます。しかし今までのところ、自然エネルギーの導入は大

企業主導のものが大勢で、必ずしもそうはなっていません。自

然エネルギーを地域活性化のチャンスにすべきではないの

か、そんな問題意識から、現在各地の取り組みについて調査

研究しているところです。自然エネルギー事業を地域活性化

につなげる取り組みとして、いくつか注目すべき動きを紹介しま

す。

市民出資への配当を地域商品券で
　市民出資型の太陽光発電や風力発電は、自然エネルギー

への市民の関心を高め、市民参加を促す上で先駆的な役割

を果たしてきました。しかしそれだけでは地域の活性化に必ず

しもつながらない面があります。そこで新たに試みられているの

が、滋賀県湖南市等でのような出資者への配当を地域商品

券（地域通貨）で行うやり方です（図１）。配当を受けた人は地

域商品券を使って地元の特産物等を買うことができ、地域特

産物のＰＲや地域経済の振興にも役立つことが期待されま

す。出資者と地域とをつなぐ試みです。
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条例で住民組織等による自然エネルギー事
業の支援を規定
　地域資源である自然エネルギーの事業は地域の住民や地

元企業等が主体となって進められるべきですが、それを支援

する行政の役割も重要です。自治体が自然エネルギー事業を

支援する動きは各地に広がりつつありますが、そのために条

例を制定して支援に取り組む自治体も生まれています。例え

ば、長野県飯田市では、「再生可能エネルギーの導入による

持続可能な地域づくりに関する条例」を制定し（2013年4月施

行）、市民が地域の自然資源を環境共生的な方法により再生

可能エネルギーとして利用する権利を「地域環境権」と規定

し、市はそれを支援する義務があるという立場から住民組織

等による発電事業等への支援策について定めました。

「環境基金」を設けて自然エネルギーの成
果を地域経済の振興に活用
　自治体が自然エネルギー事業に直接取り組むところも多く

なっています。そこで問われるのは、その成果を地域振興につ

なげるためにどう還元するか、そのための仕組みをどう作る

か、です。その点で注目されるのは、高知県檮原町の取り組み

で、ここでは「環境基金」という形でファンドを設けて風力発電

の収入を地域に還元する仕組みを作り、それを町の基幹産

業である林業の振興や森林資源の保全に活用しています。

　世界風力エネルギー協会は、デンマークをはじめとする世

界各地の取り組みの経験を踏まえて、2011年5月「コミュニティ

パワーの3原則」を発表しました。①地域の利害関係者がプロ

ジェクトの大半、もしくはすべてを所有している、②地域に基礎

をおく組織がプロジェクトの意思決定を行う、③社会的・経済

的便益の大半が地域に分配される、の3つです。地域主導の

自然エネルギーは世界的にも多くの人たちの共通認識となっ

てきていますが、それを地域活性化にどうつなげていくかは、

深刻な農山村問題等を抱えている日本でこそ深められるべき

課題です。図1：こにゃん支え合いプロジェクト（滋賀県湖南市）による市民共同発電所の仕組み

注：湖南市の資料等から筆者作成
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日本を眼差す「バイオの目」
ケンペル、シーボルトを例に
一般教育　ドイツ語研究室　辻　朋季

バ
イオの目

　日独の文化交流史を語る上で欠かせない人物に、ケンペル

（Engelbert Kämpfer, 1651-1716）とシーボルト（Philipp 
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辻　朋季

図版：シーボルトがヨーロッパに移入したカノコユリ（Flora Japonica『日本植物誌』、
東京大学農学生命科学図書館蔵より）

参考文献　ケンペル：『江戸参府旅行日記』、シーボルト：『江戸参府紀行』、栗原福也（編
訳）：『シーボルトの日本報告』（いずれも東洋文庫）、Siebold, Philipp Franz von: 
Flora Japonica『日本植物誌』
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　農場での実験は、実用的でありたいと思う。しかし、実験へ
の支援労力は不足、とくに夏休み中は最悪で、理想と現実は
大きく隔たる。昨年、この問題に直面していたころに、「川崎市
産学共同研究プロジェクト」で農業のICT利用に関する共同
研究が私に振られてきた。農場の支援労力不足をICTで
補って、楽をすることを陰の目的として、企業との研究を始め
た。その結果、養液土耕栽培を自動管理するシステム
「ZeRo.agri」（写真１）を製品化できた。自動管理なので数日
間不在でも問題は起きない。データ（写真２）をみて長期出張
中に学生や職員に適切な
栽培管理の指示を出せ
る。なによりも、安心して出
張でき、休みもとれるように
なった。
　養液土耕栽培とは、元
肥なしで日々必要な栄養
塩を水に溶かし土壌に潅
水するシステムで、作物が
受けるストレスが軽減され
て収量が増え、施肥量を
減らせる利点がある。
「ZeRo.agri」では、土壌
水分、野外日射量等を測
定し、データをインターネット
でクラウドに送信し、クラウ
ドで培養液供給の適切な
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第１１号

　カンゾウは比較的判別の簡単な山菜の一つであるが、私の知り合いに食べる人は少ない。通常、山菜の対
象となるカンゾウはヤブカンゾウとノカンゾウである。ともに山菜としては同じ部分を食べる。カンゾウは「甘
草」とも書くように、春先の新芽をヌタにして食べると、甘くておいしいらしい。「らしい」というのは、この時期
は他に食べられるものがたくさんあって、今までに試したことがないからである。来年試すことにしよう。
　学内に生育しているカンゾウはヤブカンゾウである。ノカンゾウの花は一重で、雌蕊と雄蕊があり、田舎のあ
ぜ道でよくみられる。ヤブカンゾウの花は写真でもわかるように八重で雌蕊と雄蕊がない。3倍体らしい。写真
は生田坂の下で撮ったものだが、この坂や階段の途中で暑い最中に華やかに咲いている姿を記憶している人
も多いでしょう。
　今回の「食」の対象はこのカンゾウの蕾である。新芽と違って、別の毒草と間違う可能性はまずない。カンゾ
ウの群落があれば、10分程でざるに１杯程とれるはずだ。水でさっと洗って、中華風の炒め物にすると非常に
おいしい。知らずに食べている人も少なからずいるはずだ。なぜなら、このカンゾウの蕾の中国名は「金針菜」
なのだから。中国からは乾燥品が輸入されているが、当然生のものがおいしい。ちなみに、ヤブカンゾウとノカ
ンゾウで味に差は感じられない。また、輸入されたものは時折「食べられる百合の花」として売られていること
もあるので、写真をみて百合？と思った人もあながち外してはいないということになる。生田坂のものは、登坂
者の目の保養を奪うことになるので食べないように！　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 （荒谷　博）
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第11回
ヤブカンゾウ

編集後記
「バイオの散歩道第11号」をお届け致します。本小冊子も発行から6年目を迎えることになりました。今年は半分以上の委員交代により
新しい編集体制のもと、これからも皆様に興味をもって読んで頂ける研究・教育活動をお伝えしていきたいと思います。前号に引き続き、学
外および海外での研究活動や国際的な共同研究についても、2ページ目と最終ページで発信していきます。読者の皆様からもご感想やご
意見をお寄せ頂ければ幸いです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（第11号編集担当：紀藤圭治）

量と時刻を計算し、制御信号としてインターネットで温室に戻
し、電磁弁を開閉して培養液供給を管理する。「ZeRo.agri」
の制御ロジックは、あえて簡単にし、栽培者が作物の生育状
況に合わせて制御ロジックの核心部を調節する機能を持た
せた。これにより、例えば、経験ある親父が作物をみて息子に
助言し、息子が管理目標値を調節すると、親父の勘が数値
化されて記録に残り、翌年、息子は親父に近づける。ICT業
界では、機械と機械を結ぶ「Machine to Machine」を「M2M」
と略して示す。我々はこれを「Man to Man」に広げる期待を
込めた。
　昨年、私は前職の忙しさと苦手な管理からの解放を求め
て大学農場に異動した。「ZeRo.agri」は、この目的を果たす
ための手段のはずであった。しかし最近、見学者や問い合わ
せで忙殺され、もくろみは大はずれである。いずれにしろ、作物
残渣、獣害等、農場での問題に企業との共同研究のネタが
ありそうだ。肝要なのは、外部資金で実験支援労力を確保す
ることに尽きる。

農場での問題に潜む
共同研究のネタ
黒川農場　特任教授　小沢　聖 小沢　聖

バ

イオ
の電波塔

写真2：ZeRo.agriのデータ画面（イメージ）

写真1：製品化したZeRo.agri


